
区バスの導入について（案）
平成23年6月 熊本市

経緯

 平成２１年３月策定「熊本市地域公共
交通総合連携計画 」→既存バス路線で
はカバーできない公共交通不便地域を
解消することにより、高齢者の外出促
進や地域のコミュニティ形成、活性化
に貢献する

 平成2２年５月熊本市政令指定都市推
進本部が、行政区設置に当たって実現
すべき事項として、区バスの導入→区
役所で行う特定の業務については市民
の利便性を確保する必要性

目的

①住民の区役所等へのアクセスの
確保

②公共交通不便地域の解消

（１）・（２）のいずれかに該当する地域を検討の対象とする
なお、地域を抽出する単位として小学校区域を用いる
(1)「住民の区役所等へのアクセスの確保」における地域選定として区役所・総合出張所への利

便性が悪い地域

※バスで移動する際、乗換が２回以上発生する地域又は、区役所・総合出張所へのアクセス
ルート上で、バスの本数が１日４往復未満の区間を含む地域

(2)公共交通不便地域の解消における地域選定
①バスの利用が不便な地域
②日常の生活において不便と感じている地域
③高齢者の割合が高い地域
※「第2次熊本市都市マスタープラン地域別構想に伴う基礎調査業務委託」のアンケート調査
を使用

路線の設定

運行ルートの考え方

 区役所等だけでなく、地域の公共施設や商業施設、病院を経由する
 最寄の既存の駅やバス停等の乗継拠点に結節する
 想定される運行ルート上に、公共交通不便地域がある場合は、十分な配慮を行いながら、

ルートの検討を行なう

 コミュニティ路線の路線定期運行方式の設置については、既存バス路線との競合はできるだ
け避けて、既存バス路線を補完する

 コミュニティ路線の路線不定期運行（デマンド型）方式の設置については、既存バス路線と
競合がないルートとする

資料２



運行手法・方式・事業者

 一般乗合旅客自動車運送事業（道路運送法第4
条許可）での運行

 運行事業者は、既存バス路線の活用で系統の
見直しをする路線は、現在運行しているバス
事業者とし、新系統設置に該当する路線は、
近隣の既存バス路線を運行するバス事業者を
基本として、調整を行う

 行政・住民バスの路線定期運行方式の運行事
業者は、熊本都市バス株式会社とする

 行政・住民バスの路線不定期運行（デマンド
型）方式の運行事業者はタクシー事業者とす
る

運行計画

 使用する車両の大きさは、既存バス路線の活
用では現在使用している車両と同等とし、コ
ミュニティ路線では小型バス以下での運行を
基本とする

 運行日は地域の実情を踏まえた上で検討を行
う

 既存バス路線の活用での運行時間帯は、既存
バス路線の運行状況を基に検討する

 コミュニティ路線の運行時間帯は、地域の実
情を踏まえた上で決定する

 運行本数は既存バス路線では、現在の運行本
数を基に検討し、コミュニティ路線は１日４
～８往復とする（１～２時間に１本の割合）

 利用料金は「対キロ運賃制」と「均一料金」

行政の補助

事業者負担

一部負担

一部負担

料金収入

住民バス
路線定期運行方式

住民：利用料金の支払

行政：欠損額の一部補助

事業者：負担なし

住民バス
路線不定期運行
（デマンド型）方式

利用者：利用料金の支払

行政：欠損額の全額負担

事業者：負担なし

住民：利用料金の支払

行政：欠損額の全額負担

事業者：負担なし

住民：利用料金の支払

行政：欠損額の全額負担

事業者：負担なし

住民：利用料金の支払

行政：欠損額の一部を補助

事業者：負担なし

経費

行政の補助

料金収入
（３割）

料金収入

行政バス
路線定期運行方式

行政バス
路線不定期運行
（デマンド型）方式

経費

行政の補助

料金収入

料金収入
（約６割）

料金収入

経費

行政の負担

経費

行政の負担
経費 経費

行政の負担

一般系統 運行依頼系統

利用者：利用料金の支払

行政：欠損額の一部補助

事業者：自社経費で運行

（ア）既存バス路線の活用 （イ）コミュニティ路線の新設

３割の収支率になるま
で住民が欠損部分を負
担

欠損額の一部を負担

区バス（運行検証後）
※平成24年4月の区バス運行開始時は、既存バス路線の活用と行政バスのみ運行
　

この部分が「行政バ
ス」と「住民バス」の
違い

行政主体で設置 　　　　　　　　　　住民主体で設置

・行政バスの設置基準を満たさない路線
・住民要望、廃止路線代替など

①運行目的や路線で区別し
ない。
②運行継続基準の達成に
よって「行政バス」になったり
「住民バス」になったりする。
③行政の負担限度は同じ

行政バス導入時
に設定した補助上
限額で収支相償う
まで住民が不足部
分を負担

事業者主体で設置

補助残部分を負担

区
バ
ス
運
行
の
制
度

区 バ ス 運 行 区 分

既存バス路線の活用

 系統の見直し（ルート変更、
延伸）及び新系統の設置に
よって区役所等へのアクセス
を改善する

 一般系統、運行依頼系統の2
種類

行政バス

 行政バスは、行政が計画主体と
して設置

 路線については区役所等へ直接
アクセスするもの、又は、鉄軌
道ネットワーク等を踏まえた最
寄りの乗継拠点（鉄軌道駅等）
とアクセスする

 平成２３年度に計画するコミュ
ニティ路線は、地域住民の意見
を踏まえ、行政が計画し、基本
的に行政バスとして位置づける

住民バス

 廃止を検討せざるを得ない
行政バスの路線について、
住民からの運行継続の要望
があり、かつ、運行にかか
る経常費用の不足分を地域
住民が受益者として負担す
る場合、住民バスとして運
行する

「熊本市地域公共交通総合連携計画」において、バス路線網とは別に
検討するとした地域の実情に併せた路線として新設する．路線定期運
行方式を基本とし、既存バス路線と競合区間がない場合のみ、「路線
不定期運行（デマンド型）方式」を選択することも可能とする

コミュニティ路線の新設
区バスは、既存バス路線の

活用を基本とし、それを補完
するものとしてコミュニティ
路線（行政バス、住民バス）
を新設するものとする．

中央区については、行政バ
スの検討は行わない



運行継続基準

既存バス路線の活用

 一般系統は、2年連続して平均乗車密度が1.0人未満の場合、最初の1.0人未満になった年度から3年は
補助し、4年目以降は補助しない

 運行依頼系統は、2年連続して，平均乗車密度が1.5人未満又は、1日の輸送量1.5人未満の場合、次年
度中に補助を廃止する

 住民の要望により運行を継続させる場合は、コミュニティ路線としての運行を検討する

住民バス

地域住民の合意が形成され、
運行事業者との協定の下、経
常費用から経常収益、補助金
を差し引いた不足分を、地域
住民自ら負担することで運行
継続とする

運行継続基準の達成に向けて、不断に運行計画の見直しを図る

行政バス（路線不定期運行
（デマンド型）方式）

行政からの補助金額の
上限を設定し、その範囲
内で運行を行う。

行政バス（路線定期運行方式）

見直し期間は６ヶ月から３年の間とする

行政の負担
（補助金）

料金収入

経費

補助金が上限額
を超えた場合、
廃止又は住民バ
スへ移行利用が増えるほど、経費は増え

ていき、補助金額が必要となる

利用が増えても、料金収入は
あまり増えない

補助制度（初期投資費用）

既存バス路線の活用

 バス停設置費用（系統の見直
し新系統設置により発生する
路線部分のみ）

 車両改善費用（方向幕・音声
テープ等、運行に要する車両
分のみ）

 車両購入費（熊本市地方バス
運行等特別対策（車両購入
費）補助金交付要項を適用）

行政バス、住民バス

 バス停設置費用
 車両改善費用（方向幕、音声テープ等）

 車両購入費（熊本市地方バス運行等特別対策（車両購入費）
補助金交付要項を適用）

※熊本都市バス株式会社の場合、車両購入費の残額については、
初期投資費用の負担金もしくは、熊本都市バス株式会社運行
補助金交付要綱に定める運行費用として補助する

※住民バスについては、行政バスで既に初期投資費用として補
助している分を除く

収支率

30％以上

20％以上30％

未満

10％以上20％

未満

10％未満

４　年　目

運　行　開　始　後

１　年　目 ２　年　目 ３　年　目

判
断

廃止

判
断

判
断

運

行

見

直

し

協

議 収支率改善に

向けた取組み

運

行

見

直

し

協

議 収支率改善に

向けた取組み

運

行

見

直

し

協

議 収支率改善に

向けた取組み

廃止

廃止



補助制度（区バス運行中）

既存バス路線の活用

 一般系統は、熊本市地方バス
運行等特別対策（一般系統に
係る運行費）補助金交付要項
を適用

 運行依頼系統は、熊本市地方
バス運行等特別対策（運行依
頼に係る運行費）補助金交付
要項を適用

路線定期運行方式
（行政バス、住民バス）

 補助上限額を経常費用の
70％とする
補助金額≦経常費用×0.7

 行政バスの見直し期間で最
大３年目までは経常費用の
欠損額を全額補填

 住民バスで発生した経常費
用の不足分は、利用料金と
別に地域住民が、運行事業
者と協定を結んで負担する

 人件費（時間外手当は除く）
 車両整備費（修繕費用も含む）
 燃料油脂費

 自動車取得税、自動車重量税及び自動車税、自動車自賠責・
損害保険料

 施設使用料、施設賦課税
 一般管理費

 その他必要と認める費用

運行期間中の費用として、下記について補助金を交付する

コミュニティ路線の新設

 一般系統依頼の補助金算定式
から補助上限額を算定する

補助金額 ≦ 74円28銭

×1年間の実車走行キロ程（km）

 住民バスで発生した経常費用
の不足分は、利用料金と別に
地域住民が、運行事業者と協
定を結んで負担する

路線不定期運行（デマンド型）方
式（行政バス、住民バス）

　　　　【全体スケジュール】

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

運行基準案（運行欠損補助）
の策定

導入スキーム案（運行形態、
契約方式等）の策定

運行計画案（運行路線、停留
所、便数等）の策定

地元との意見交換

既存バス事業者・道路管理
者・警察との事前協議

補正予算

当初予算

広報（ガイドブック、チラシなど）
運行準備（バス停など）

運行手続き（運行事業者決
定、認可申請など）

実施内容

実　施　時　期

平成22年度 平成23年度 平成24年度

補正予算準備

バス停・チラシ作成配・配布

９

月

議

会

3

月

議

会

あ

り

方

協

議

会

（
修

正

案

）

基本的考え方

路線イメージ

の提示

あ

り

方

協

議

会

（
素

案

）

６

月

議

会

詳細計画

・バス停の位置

等

運行計画の作成

・運行ルート

議

案

提

出

準備

当初予算準備

地

域

公

共

交
通

会

議

運行・・・委託

バス停など・・・委託

初期投資費用

（バス車両など）

経常費用（運行費用、

バス停など）

市

民

説

明

会

あ

り

方

協
議

会

市

民

説

明
会

1

2

月

議

会

３

月

議

会

修正案の作成

（運行基準、

導入スキーム）

修正案の作成

詳細計画作成

認可申請 運行

準備

2/8～2/18

説明会

制

度

路

線

協
議

予

算

運

行

準

備

運行基準の作成
導入スキーム案

の作成

議

案

提

出


